
 

 

平成２２年度 柏原市の財務書類について 

 

（１）公会計改革 

 地方公共団体の会計制度は、年度単位の現金収支に着目した「現金主義・単式簿記」が

採用されています。この制度は現金の動きがわかりやすい反面、これまでに取得した資産

の状況や減価償却などの費用の把握が難しい面があります。 

 そこで、平成１８年度に総務省より「地方公共団体における行財政改革の更なる推進の

ための指針」が示され、民間企業のような「発生主義・複式簿記」の考え方を取り入れた

会計基準による財務書類４表、つまり「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計

算書」「資金収支変動計算書」を整備することとなりました。 

 本市においては、「総務省方式改定モデル」に基づく財務書類４表の作成を平成２０年度

決算より作成しており、今回は、平成２２年度決算に基づく４表の作成を行いました。 

 

（２）総務省方式改定モデルに基づく財務諸表 

 総務省方式改定モデルは、地方財政状況調査（決算統計）のデータを活用して財務諸表

を作成するモデルで、資産の評価方法は、普通建設事業費による積算が認められています。 

 柏原市では、この資産評価にあたって、上記積算の他に、決算統計以前（昭和４３年度

以前）から取得している土地と無償受贈された土地に関する評価も行い、積算しています。 

  

①．貸借対照表（バランスシート） 

 貸借対照表は年度末における資産と負債・純資産を対比させて表した表です。資産合計

と負債・純資産合計が等しくなることから、バランスシートとも呼ばれます。 

 

  

 

 

 

■資 産…柏原市が所有し、行政サービスに使用している社会資本（土地・建物）や預

金・現金等 

 ■負 債…将来世代の債務（地方債や退職手当引当金など） 

 ■純資産…これまでの世代の負担（国や府の負担を含む） 

 

≪普通会計のバランスシート前提条件≫ 

①対象範囲：普通会計（一般会計） 

      ※連結は、普通会計に加え、企業・公営事業の各会計及び一部事務組合、

柏原市土地開発公社並びに柏原市健康推進財団 

②対象年度：平成２２年度（基準日：平成２３年３月３１日現在） 

      ※出納閉鎖期間（平成２３年４月１日から５月３１日まで）含む 

 ③減価償却：土地を除く有形固定資産を対象に、取得年度の翌年から減価償却を行う。 

       目的別の種別の耐用年数に基づき、残存価格ゼロ定額法により算定する。 

≪資産≫ 

≪負債≫ 

≪純資産≫ 



 

 

【普通会計 貸借対照表】（平成２３年３月３１日現在）      （単位：億円） 

 区分 平成２２年度 平成２１年度 増減 

資産の部 ８８９．７ ８８６．４ ３．３ 

 ○公共資産 

 ○投資等 

 ○流動資産 

 ※うち歳計現金 

８４０．９ 

３７．３ 

１１．５ 

７．８ 

８４６．０ 

３５．８ 

４．６ 

０．７ 

△５．１ 

１．５ 

６．９ 

７．１ 

負債の部 ２５１．６ ２５２．９ △１．３ 

 ○地方債（※） 

 ○未払金 

 ○退職手当引当金 

 ○その他 

２０４．９ 

４．５ 

３９．３ 

２．９ 

２０２．４ 

６．３ 

４１．０ 

３．２ 

２．５ 

△１．８ 

△１．７ 

△０．３ 

純資産の部 ６３８．１ ６３３．５ ４．６ 

 ○国県補助金等 

 ○一般財源等 

 ○資産評価差額 

１１４．９ 

３６３．７ 

１５９．５ 

１１５．３ 

３６０．３ 

１５７．９ 

△０．４ 

３．４ 

１．６ 

※負債(地方債)のうち、将来の地方交付税により財源が充てられる額 

     H２２年度 １２４億４千万円 （対前年度比 ６億８千万円の増） 

 

 資産の部をみると、公共資産が、５億１千万円の減となりました。これは、小中学校校

舎耐震化事業や道路整備など約９億８千万円の社会資本整備を行い、かつ、無償受贈資産

受入などにより資産評価差額が 1 億６千万円の増となりましたが、減価償却で１６億５千

万円が減となったことによるものです。また、水道会計や市立柏原病院会計への建設費用

等への繰出（出資）を行ったため、投資等が１億５千万円の増となっています。流動資産

では、歳計現金が７億１千万円増加しています。 

 負債の部では、地方債が２億５千万円の増となっています。これは事業債の他に臨時財

政対策債の発行を行ったことにより、借入総額が償還額を上回ったためです。また、未払

金は、前年度に計上した債務負担行為額の執行を行ったことにより、１億８千万円の減と

なりました。退職手当引当金は柏原市新行財政計画に基づいて、職員定数の削減と管理を

徹底することにより１億７千万円の減となりました。 

 負債の部と純資産の部の割合は２８対７２なっており、前年度の２９対７１と比べてほ

ぼ横ばいとなっていますが、地方債は増加していることから、負債に頼った財政運営とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【連結 貸借対照表】（平成２３年３月３１日現在）        （単位：億円） 

 区分 平成２２年度 平成２１年度 増減 

資産の部 １４５６．９ １,４５２．０ ４．９ 

 ○公共資産 

 ○投資等 

 ○流動資産 

 ※うち歳計現金 

 ○繰延勘定 

１３８０．５ 

３２．８ 

４０．４ 

２５．１ 

３．２ 

１,３８６．５ 

３２．９ 

２９．１ 

１６．７ 

３．５ 

△６．０ 

△０．１ 

１１．３ 

８．４ 

△０．３ 

負債の部 ６４３．３ ６４９．９ △６．６ 

 ○地方債（※） 

 ○未払金 

 ○退職手当引当金 

 ○その他 

５４１．６ 

１０．４ 

５４．７ 

３６．６ 

５４７．５ 

１３．５ 

５５．９ 

３３．０ 

△５．９ 

△３．１ 

△１．２ 

３．６ 

純資産の部 ８１３．６ ８０２．１ １１．５ 

※負債(地方債)のうち、将来の地方交付税により財源が充てられる額 

     H２２年度 ２６４億１千万円 （対前年度比 ７億７千万円の増） 

 

 負債の部と純資産の部の割合は４４対５６なっており、前年度と比べて純資産の割合が

増加しました。しかし、普通会計に比べて、負債の割合が大きいことから、今後も各会計

や組合等の経営状況に留意する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

②行政コスト計算書 

 行政コスト計算書は、1 年間の行政サービスのうち、福祉サービスや人的サービスなど、

資産形成につながらないものにかかったコスト（経常行政コスト）とそのサービスの対価

として得られた財源（経常収益）を対比させた表です。 

 

【普通会計 行政コスト計算書】                 （単位：億円） 

 区分 平成２２年度 平成２１年度 増減 

経常コスト ２０３．７ ２００．６ ３．１ 

○人にかかるコスト 

 職員給与・退職金など 

○物にかかるコスト 

 物件費、維持補修費、減価償却費 

○移転支出的コスト 

 社会保障給付や補助金など 

○その他のコスト 

 地方債の利子など 

３９．１ 

 

４０．６ 

 

１２０．８ 

 

３．２ 

４０．８ 

 

４１．４ 

 

１１４．５ 

 

３．９ 

 

△１．７ 

 

△０．８ 

 

６．３ 

 

△０．７ 

経常収益 

 使用料、手数料、負担金など） 
８．０ ９．４ △１．４ 

純経常行政コスト １９５．７ １９１．２ ４．５ 

 

 純経常行政コストは４億５千万円の増となっています。 

経常コストをみると、人にかかるコストが１億７千万円の減となっています。これは柏

原市新行財政計画に基づく職員定数の削減と管理を徹底したことなどにより職員給与が減

になったことによるものです。 

 また、移転支出コストでは６億３千万円の増となっています。これは、前年度に実施し

た定額給付金の減や市税還付金の減などにより補助金等が４億９千万円の減となったもの

の、子ども手当制度の施行により社会保障給付費（扶助費）が９億５千万円の増、国の施

策である介護施設整備補助金などにより、他団体への公共資産整備補助金が 1 億４千万円

の増となったことによるものです。 

 また、物にかかるコストは８千万円の減となりました。これは前年度に国の施策に基づ

く事業（緊急雇用対策関係事業や景気対策としての地域活性化事業）を実施していたため

です。 

 一方、経常収益としては、処分場跡地整備や農道整備にかかる負担金８千万円の増や、

自転車駐輪場などの利用料で１千万円の増となったものの、前年度の柏原市土地開発公社

寄附金や解散した財団法人大阪府国民年金福祉協会からの寄附金が計２億３千万円の減と

なり、全体で 1 億４千万円の減となったことによるものです。 

これらにより、純経常行政コストは増となりましたが、経費節減をしつつ、社会保障費

などの住民サービスを向上させるコストが増加したことがわかります。 

 

 



 

 

【連結 行政コスト計算書】                  （単位：億円） 

 区分 平成２２年度 平成２１年度 増減 

経常コスト ４３１．１ ４２２．２ ８．９ 

○人にかかるコスト 

 職員給与・退職金など 

○物にかかるコスト 

 物件費、維持補修費、減価償却費 

○移転支出的コスト 

 社会保障給付や補助金など 

○その他のコスト 

 地方債の利子など 

７３．５ 

 

９２．７ 

 

２４７．３ 

 

１７．６ 

７８．３ 

 

８８．１ 

 

２３７．３ 

 

１８．５ 

 

△４．８ 

 

４．６ 

 

１０．０ 

 

△０．９ 

経常収益 

 使用料、手数料、負担金、保険料、 

 事業収益など 

１７２．９ １５８．５ １４．４ 

純経常行政コスト ２５８．２ ２６３．７ △５．５ 

 

純経常行政コストは５億５千万円の減となっています。 

歳出では、人にかかるコストは減少したものの、こども手当や医療費などが増加したこ

とによる移転支出的コストの増加したことによる経常コストの増がありましたが、それ以

上に保険料や事業収益の増加したことが主因で、経常収益が増加したことによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

③純資産変動計算書 

 貸借対照表の純資産の部に計上された各数値が１年間にどのように増減したかを示す表

です。 

 

【普通会計 純資産変動計算書】     （単位：億円） 

区    分  

期首資産残高 ６３３．５ 

○純経常行政コスト 

○財源 

・市税 

・地方交付税 

・補助金 

・その他 

○資産評価差額・無償受贈資産 

○その他 

△１９５．７ 

１９８．５ 

９０．３ 

４０．７ 

５１．３ 

１６．２ 

１．７ 

０．１ 

期末資産残高 ６３８．１ 

 

 純経常行政コストの１９５億７千万円に対し、市税収入や諸収入などが１４７億１千万

円、国や府からの補助金が５１億３千万円となっているなどにより、純資産残高が増加し

ています。 

 

 

 

 

【連結 純資産変動計算書】       （単位：億円） 

区    分  

期首資産残高 ８０２．１ 

○純経常行政コスト 

○財源 

・市税 

・地方交付税 

・補助金 

・その他 

○資産評価差額・無償受贈資産 

○その他 

△２５８．２ 

２６７．２ 

９０．３ 

４０．７ 

１２１．１ 

１５．１ 

１．７ 

０．８ 

期末資産残高 ８１３．６ 

 

※普通会計と説明内容は同じです。（純資産増減額が普通会計とほぼ同じであるため） 

 

 



 

 

④資金収支計算書 

 市の現金（歳計現金）が１年間でどのように増減したかを示す表です。収入（歳入）と

支出（歳出）を３つの性質（「経常的収支」「公共資産整備収支」「投資・財務的収支」）に

区分して表示しています。 

 

【普通会計 資金収支計算書】                  （単位：億円） 

１．経常収支の部 ３．投資・財務的支出の部 

○人件費 

○物件費 

○社会保障給付 

○他会計等への支出 

○その他支出 

４１．０ 

２２．８ 

５６．１ 

２６．３ 

２９．３ 

○貸付金 

○基金積立額 

○地方債償還額 

○その他支出 

４．３ 

０．２ 

１６．３ 

１３．５ 

支出合計 ３４．３ 

支出合計 １７５．５ ○貸付金回収額 

○公共資産売却収入 

○その他収入 

４．３ 

０．０ 

０．２ 

○地方税 

○地方交付税 

○国府補助金等 

○地方債発行額（※） 

○その他収入 

９０・３ 

４０．７ 

４７．８ 

１７．５ 

２２．３ 

収入合計 ４．５ 

投資財務的収支額 △２９．８ 

 

収入合計 ２１８．６ 

経常的収支額 ４３．１ 

２．公共資産整備収支の部 

○公共資産整備支出 

○公共資産整備補助金等支出 

○その他支出 

９．７ 

１．４ 

１．７ 

支出合計 １２．８ 

○国府補助金等 

○地方債 

○その他収入 

３．５ 

１．４ 

１．７ ◇当年度歳計現金増減額 ７．１ 

収入合計 ６．６ ◇期首歳計現金残高 ０．７ 

経常的収支額 △６．２ ◇期末歳計現金残高 ７．８ 

 

 期首に比べて歳計現金が７億１千万円増加しています。また、これに地方債の発行額及

び償還額、財政調整基金等の積立額及び取り崩し額を加味した基礎的財政収支（プライマ

リーバランス）はプラス７億８千万円となっています。 

 

 

※ 地方債発行額のうち臨時財政対策債（H22 年度発行額約 15 億 7 千万円、元利償還金約

4 億 4 千万円）は、もともと地方交付税として交付されるべきものなのですが、国の施

策により地方債に置き換えられているものです。（償還の財源も将来の地方交付税で賄

われます。） 



 

 

 

【連結 資金収支計算書】               （単位：億円） 

１．経常収支の部 ３．投資・財務的支出の部 

○人件費 

○物件費 

○社会保障給付 

○補助金等 

○その他支出 

７４．８ 

５３．４ 

２１５．０ 

３０．１ 

１９．２ 

○貸付金 

○基金積立額 

○地方債償還額 

○その他支出 

０．０ 

１．２ 

４２．８ 

１．６ 

支出合計 ４５．６ 

支出合計 ３９２．５ ○貸付金回収額 

○公共資産売却収入 

○その他収入 

０．０ 

１０．０ 

０．１ 

○地方税 

○地方交付税 

○国府補助金等 

○地方債発行額 

○その他収入 

９０．３ 

４０．７ 

１１２．７ 

１７．７ 

１８６．４ 

収入合計 １０．１ 

投資財務的収支額 △３５．５ 

翌年度繰上充用金増減額 △１．７ 

収入合計 ４４７．８  

経常的収支額 ５５．３ 

２．公共資産整備収支の部 

○公共資産整備支出 

○公共資産整備補助金等支出 

○その他支出 

２８．２ 

１．９ 

０．０ 

支出合計 ３０．１ 

○国府補助金等 

○地方債 

○その他収入 

８．４ 

１０．０ 

２．１ 

◇当年度歳計現金増減額 ８．５ 

◇期首歳計現金残高 １６．７ 

収入合計 ２０．５ ◇負担割合変更に伴う差額 △０．１ 

経常的収支額 △９．６ ◇期末歳計現金残高 ２５．１ 

 

 全体で現金残高は８億円の増となりました。今後も経常的収支の増加を図るとともに、

計画的な設備投資と負債の縮減等に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（３）市民一人当たりの財務書類 

 

①市民一人当たりのバランスシート 

 

平成 23 年 3 月 31 日現在 人口 73,926 人  

平成 22 年 3 月 31 日現在 人口 74,512 人 

 

【普通会計】                                        (単位：万円) 

区分 22 年度 21 年度 区分 22 年度 21 年度 

【資産の部】 120.3 119.0 【負債の部】 34.0 34.0 

１ 公共資産 

 (1)有形固定資産 

(2)売却可能資産 

 

２ 投資等 

３ 流動資産 

 

113.7 

113.7 

0.0 

 

5.0 

1.6 

. 

 

113.6 

113.6 

0.0 

 

4.8 

0.6 

 

１ 地方債 

２ 未払金 

３ 退職手当引当金 

４ その他 

27.7 

0.6 

5.3 

0.4 

27.2 

0.9 

5.5 

0.4 

【純資産の部】 86.3 85.0 

１ 国県補助金等 

２ 一般財源 

３ 資産評価差額 

15.5 

49.2 

21.6 

15.5 

48.3 

21.2 

 

  一人当たりの資産 ： １２０万円３千円（対前年度比 １万７千円の増） 

  一人当たりの負債 ：   ３４万円０千円 （前年度と同額） 

 

  ※一人当たりの負債(地方債)のうち、将来の地方交付税により財源が充てられる額 

           H22 年度 16 万 8 千円 （対前年度比 １万円の増） 

 

 一人当たりの資産等の増減をみると、資産と純資産がともに増加し、負債が前年度と同

額であることから、将来への負担を増やすことなく資産形成を図ることができました。し

かしながら、負債のうち地方債は増加していることから、地方債管理には留意していく必

要があります。 

 

【連結】                                            (単位：万円) 

区分 22 年度 21 年度 区分 22 年度 21 年度 

【資産の部】 197.1 194.9 【負債の部】 87.0 87.2 

１ 公共資産 

 (1)有形固定資産 

(2)無形固定資産 

(3)売却可能資産 

２ 投資等 

３ 流動資産 

４ 繰延勘定 

186.7 

186.7 

0.0 

0.0 

4.5 

5.5 

0.4 

186.1 

186.1 

0.0 

0.0 

4.4 

3.9 

0.5 

１ 地方債 

２ 未払金 

３ 退職手当引当金 

４ その他 

73.5 

1.8 

7.5 

4.4 

73.5 

1.8 

7.5 

4.4 

【純資産の部】 110.1 107.7 

   



 

 

  一人当たりの資産 ： １９7 万 1 千円（対前年度比 ２２千円の増） 

  一人当たりの負債 ：  ８７万０千円（対前年度比  ２千円の減） 

 

  ※一人当たりの負債(地方債)のうち、将来の地方交付税により財源が充てられる額 

           H22 年度 34 万 6 千円 （対前年度比 １万円の増） 

 

 一人当たりでみると、前年度と大きな増減はありません。しかし、普通会計と比べて負

債の割合は大きいため、今後も各会計等の経営状況には留意が必要です。 

 

 

 

 

②市民一人当たりの行政コスト計算書 

 

平成 23 年 3 月 31 日現在 人口 73,926 人  

平成 22 年 3 月 31 日現在 人口 74,512 人 

 

【普通会計】                                       (単位：円) 

項目 22 年度 21 年度 増減 

人にかかるコスト 

（職員給与・退職金関係など） 

物にかかるコスト 

（物件費、維持補修費、減価償却費） 

移転支出的コスト 

（社会保障給付や補助金など） 

その他のコスト 

（地方債の利子など） 

52,914 

 

54,892 

 

163,367 

 

4,337 

54,834 

 

55,519 

 

153,646 

 

5,243 

△1,920 

 

△627 

 

9,721 

 

△906 

経常行政コスト合計 275,510 269,242 6,268 

使用料・手数料 

分担金・負担金・寄附金 

5,778 

5,053 

5,504 

7,176 

274 

 △2,123 

経常収益合計 10,831 12,680 △1,849 

(差引)純経常行政コスト 264,679 256,562 8,117 

 

  一人当たりの純経常行政コスト：２６万５千円（前年度比 ８千円の増） 

 

 前年度に比べると、コストが 6,268 円増加しています。社会保障経費などの市民サービ

スの向上を図りつつ、人件費を抑制できたことが主因です。また収益が 1,849 円減少して

いますので、純経常行政コストは、8,117 円増加しました。 

 これからも、適正な行政コストによるサービスの向上に努めていきます。 

 



 

 

【連結】                              (単位：円) 

項目 22 年度 21 年度 増減 

人にかかるコスト 

（職員給与・退職金関係など） 

物にかかるコスト 

（物件費、維持補修費、減価償却費） 

移転支出的コスト 

（社会保障給付や補助金など） 

その他のコスト 

（地方債の利子など） 

99,459 

 

125,381 

 

334,509 

 

23,843 

105,099 

 

118,192 

 

318,465 

 

24,893 

△5,640 

 

7,189 

 

16,044 

 

△1,050 

経常行政コスト合計 583,192 566,649 16,543 

使用料・手数料 

分担金・負担金・寄附金 

保険料・事業収益 

その他 

6,624 

101,458 

124,113 

1,710 

6,432 

95,266 

109,548 

1,567 

192 

 6,192 

14,565 

143 

経常収益合計 233,905 212,813 21,092 

(差引)純経常行政コスト 349,287 353,836 △4,549 

 

 一人当たりの純経常行政コスト：３４万９千円（前年度比 ５千円の減） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 


